
中核市制২धম市の਄ੌा૾யについて 平成28ফ8月17日
中核市推進室作成

഍ਮি市は਴ਛڬگফڰাڭ঩の中核市୎ষを৯੐します
平成26ফ5月に「地方ঽ੘法の঳৖を੝ਫする法൅」が公ഘされ、中核市の要件が「人口30万人
以上」から「人口20万人以上」に೹ਮされ、また、法施ষৎに્捁市であった市（施ষৎ્捁
市）については、施ষ日から招઴してڱফを経過する日（平成32ফ３月31日）までは、人口20
万人未満であっても、中核市の指定を受けることができる経過措置が設けられました。
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環境に関する事務 など

保健所の設置
幼保連携型認定こども園の許可
産業廃棄物に関する事務
府費負担教職員の研修 など

児童相談所の設置
国益・県益の管理 など

警察の設置 など

全国で３７市

都市਑২のॖওージ

住民票の発行
保育所、幼稚園、
小・中学校の設置 など

府内では、吹田・茨
木・八尾・寝屋川・
岸和田

全国で４７市
府内では、高槻・東大
阪・豊中・枚方

全国で２０市
府内では、大阪・堺

中核市移ষの捓ટ

市民自治都市の実現

行政サービスの向上

行政の透明性の向上

都市のイメージアップ

移ষによる新たな事務

事務内容 主な事務

ড়生ষ৆
•ಟ৕・ሥഎ福祉ৱসの貸付
•৵ుཿਙ્定ႈ病挨探費੍捚、相談等に関す
る事務
•社会福祉法人等事業者指導事務

保健衛生ষ৆
•保健衛生に関する各種統計
•感染症の予防
•難病、精神保健相談
•飲食店などの営業許可

挳挌ষ৆
•産業廃棄物૪৶業許可
•産業廃棄物૪৶施設設置許可
•産業廃棄物のਂిਫ૪৶指導等

都市計画・
建設ষ৆ •屋外広告物に関する事務

文教ষ৆ •府費負担教職員の研修
•重要文化財の保存、拻৶、許可に関する業務

今後のスケジュール

平成28ফ 12月 「中核市移ষ基本方拏」の策定
平成29ফ ３月 市議会に「中核市指定の申し出」議案を提出

４月 大阪府に「中核市指定の申し出に対する同意」を申し入れ
８月 総務大臣に中核市指定を求める申し出
10月 中核市指定のద議決定、৆ഥ公ഘ

平成30ফ ４月 中核市指定の৆ഥ施ষ



中核市୎ষに伴अ文教ষ৆権限の拡充について 平成28ফ8月17日
中核市推進室作成

ਿ教育ૂでষढているੂભ঻研修等の教職員研修を市教育委員会で実施します

初任者研修や10ফ経挧者研修の法定研修等は、ਠ૔大阪府教育庁で実施しています。中核市移
ষ後は、法定研修等も含めた市য়৾ૅの教職員の研修৸ಹを、本市教育委員会が計画をয়て、実
施することになるため、これまで以上に多くの研修で、本市の教育課題に応じた研修内容を企画
し、課題の解決に向けての方策を講じることが可能になります。

府教育庁

・法定研修
（初任者研修・10ফ研修）
・法定研修に準ずる研修
（新採養護教諭研修等）
・府研修計画に基づく各種研修

市教育委員会

市研修計画に
基づく研修

市教育委員会

法定研修等も含めて、
地域の教育課題に応じた
研修計画をয়案し研修する。

出土文৲ଃの༓ਪؚੳ৒ृ੎ਏ文৲ଃの現૾૗ಌಅ૭等を市教育委員会で実施します

資料５

出土した遺失物を警察౧শから受振し、文化財かどうかを市教育委員会で鑑査できるようになり、
文化財の認定をষइるようになります。また、市内にある重要文化財の「ਚથ者等以外の者による
公開」の許可や重要文化財に関するਠ૾૗ಌの許可等について市教育委員会でষइるようになりま
す。市教育委員会が文化財の認定や૗ಌ許可ਥ拘をもつことで、ဌ捠できめ಍かな対応が可能にな
り、市内の文化財のྟৡを今まで以上に発ਦでき、市ড়が文化財に捧しिਃ会が増加します。

出土文৲ଃの༓ਪؚੳ৒ृ੎ਏ文৲ଃの現૾૗ಌಅ૭等を市教育委員会で実施します

○ スॡール९ー३কルডーढ़ーણ৷事業や৾ૅ・ੇ൦・地域৴掠ੈৡ事業のবಛ拙捉申請につ
いて、府教育庁を介さず直接文৖ఐ৾੄に申請することになります。

○ 市教育委員会でも、ඊ許૾ಌ新講ಆ఺ल認定講ಆをষうことができるようになります。

その他

警察౧শ 府教育庁 鑑査・認定

申請者 府教育庁 申請者

発掘物件提出

公開申請
ਠ૾૗ಌ許可申請

調査・許可

警察౧শ 市教委 鑑査・認定

申請者 市教委 申請者

発掘物件提出

公開申請
ਠ૾૗ಌ許可申請

調査・許可

中核市୎ষに伴い拡充する上記権限の実施体制・方法等については現在検討中


